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[論文要旨1
2000年の介護保険制度施行から十余年が経つ。「措置から契約へ」と言われたこの制度の導入
により，介護サービスは多様な主体によって運営されるようになった。制度施行にあたって，政
府から特に期待が寄せられていたのは特定非営利活動法人 (NPO)や生活協同組合であった。
しかし，こうした組織への期待とは，介護保険制度では賄えない介護ニーズを，ボランテイアや
安価なサービスによって補填させることであったのではないだろうか。本論文では.2013年度
に筆者が行ったヒアリング調査の結果を用いながら，我が国で高齢者福祉と地域福祉等に取り組
む「高齢者生活協同組合」の介護事業の概要と，介護保険制度の問題点との関連について考察し
た。
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1. はじめに
1-1 介護保険事業の担い手としての非営利組織
介護保険制度に対しては，施行前の議論段階において「保険あってサービスなしJとの批判が
あった。しかし 1999年に策定された『今後五カ年間の高齢者保健福祉施策の方法~ゴールド
プラン2Uで，制度創設にあたってのサービス量整備目標が示されたことにより，訪問・通所・
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居宅それぞれの介護事業所は順調に増加してきた(表1)。介護保険制度創設の最大の焦点は，
政府主導でサービス内容を決定し提供する措置制度から，民間市場を通じて提供されるサービス
を利用者が主体となって選択する契約制度への転換であった。そのため 企業のみならず協同組
合や，特定非営利活動法人 (NPO) といった民間非営利組織も介護サービス事業に参入するこ
ととなった。では，実際に我が国の介護サービスはいかなる主体によって提供されているのか。
制度施行後5年ごと，および最新データである 2012年の事業所数と本論文に関連する主要な開
設主体の割合示したものが表2である。訪問介護，通所介護，居宅介護支援ともに，制度創設
当時は社会福祉法人が最も多くの割合を占めており，営利企業がそれに次いでいた。しかし，年
度を経るごとに前者の割合が減少し反対に後者の占める割合が増加しており， 2012年現在で
訪問介護事業所の62.6%，通所介護事業所の53.1%，居宅介護支援事業所の45.6%を占めている。
NPOは訪問介護や居宅介護支援の分野でi新進的に割合を増加させているとは言え，その規模は
訪問介護・通所介護で5%程度，居宅介護支援で3%程度と未だ小さい。協同組合も総じて1-3%
訪問介護
通所介護
訪問介護
通所介護
表1 介護サービス事業所数
居宅介護支援
厚生労働省介護サービス施設・事業所調査より筆者作成
表2 開設主体別の介護サービス事業所割合 (%) 
2000年 2005年 2010年 2012年
社会福祉法人 43.2 26.5 24.9 21.0 
医療法人 10.4 7.7 6.6 5.9 
会社 30.3 53.9 57.3 62.6 
NPO 2.1 5.4 5.7 5.7 
協同組合 4.6 3.6 3.3 2.7 
社会福祉法人 66.0 49.3 39.1 31.5 
医療法人 4.2 8.6 7.8 6.9 
会社 4.5 31.4 43.7 53.1 
NPO 1.3 5.5 5.4 4.9 
協同組合 1.1 1目9 1.9 1.7 
居宅介護支援 社会福祉法人 35.0 30目7 29.8 26.7 
医療法人 25.1 21.7 19.0 17.0 
会社 18.1 33.5 39.4 45.6 
NPO 0.9 2.7 3.5 3.6 
協同組合 3.3 3.5 3.0 2.7 
厚生労働省介護サービス施設・事業所調査より筆者作成
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と低い割合に留まっており.またその数値は年々減少傾向にある。
しかし制度創設時あるいは施行後に，特に政府からの期待が寄せられていたのは， NPOや生
活協同組合(生協)である。例えば， rゴールドプラン 21Jの策定に先立つて厚生省(当時)は
1998年1月から 7回にわたり「生協のあり方検討会」を開催し，同年6月に報告書『今後の生
協のあり方について』を発表した。当検討会の委員であった川口清史(立命館大学教授)は，こ
の報告書の意図について以下のように指摘している。すなわち，生協への期待は，在宅関連事業，
例えばデイサービスや給食・配食等の分野であり，生協が福祉事業に参入することの意味は，制
度外サービスも組合員のボランテイア活動によって賄えるという点等にあった 10 また， 2008年
の厚生労働省「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」の報告書， r地域における「新た
な支え合い」を求めて一住民と行政の協働による新しい福祉』においても，家族や地域社会の変
化を踏まえ， NPOやボランティアが地域福祉の担い手となることへの期待が記されている 2。
NPOや協同組合のボランタリーな活動に対する期待は，介護保険制度そのものが我が国の高
齢社会における高齢者介護の需要に耐えきれないものであることを暗示していると言える。制度
は「介護の社会化」を標携し在宅での生活や自立支援を中心的目的に据えているが，家族や地
域の自助組織への負担が未だ相対的に大きいと予想される。例えば結城は，介護保険制度が社会
保険方式を採っているのにも関わらず，老人福祉施策も包含した制度になっていることにより，
特に低所得者層向けの受け皿や，軽度要介護の高齢者の受け皿を欠いていると指摘している 30
柳沢は，介護保険制度は非営利組織等の互助組織の役割に期待しながら，そうした組織の事業基
盤を整備できていないと警鐘を鳴らしている 4。また，樋口は，介護保険制度の改善点のーっと
して，家族が「その人の人生の志をすべて介護に捧げなくてすむようなシステムJづくりの必、要
性を説いている 5。こうした制度のいわば欠落した部分を担う主体として非営利組織によるボラ
ンテイアの役割が期待されていると言えるのである。そもそも制度が賄えない領域を担うという
意味では，非営利組織や協同組合による自立した経営は難しいと言わざるをえない。非営利組織
や協同組合は，我が国の介護システムの担い手としての非営利組織・協同組合はどのように運営
され，特に介護保険制度との関連でいかなる課題を抱えているのであろうか。本論文では，特に
経済体としての性格を持つ協同組合に焦点を当て，その組織・運営の概況を述べることとする。
1-2 労働者協同組合への着目
筆者は調査対象として協同組合のうち労働者協同組合を取り上げているが，その理由は以下の
l くらしと協同の研究所 (1998)r協う』
2 厚生労働省 (2008)rこれからの地域福祉のあり方に関する研究会報告書J
3 結城 (2011)r日本の介護システム』
4 柳沢 (2003)I高齢社会における社会政策」
5 樋口 (2012)r大介護時代を生きる.1p.5 
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通りである。それは，公共サービスの担い手としての非営利札機・協同組合のうち，労働者協同
組合は，①経営のガパナンスと②労働のあり方という重要な論点を提起していると考えるからで
ある。
非営利・協同組織による公共サービス部門への進出は， I社会的企業」というコンセプトと結
び付けられる傾向にある。藤井は，社会的企業という概念は，大きく分けて二つの理論潮流を受
けて我が国に伝えられたが，概ね三つの異なるアプローチがあると指摘している。一つは.企業
サイドからのアプローチがある。これは， 2000年前後から広まり 事業型NPOや企業による社
会貢献の全てを包含しており，主に米国の社会的企業論の影響が強いと考えられる。このアブ
ローチの焦点は社会的起業家や彼らによるソーシヤル・イノベーションである。二つ目は.政府
(行政)サイドからのアプローチである。主に2009年以降の民主党政権下で推進された「新しい
公共Jの担い手として社会的企業を捉えるものである。用語としては類義語である「ソーシヤjレ・
ビジネス」が用いられ，企業サイドアプローチとの親和性が高いとされる。ここでは，公共サー
ビスのアウトソーシング先としての社会的企業やNPOへの期待が背景にあった。三つ目は，
NPOや協同組合から構成されるサードセクターからのアプローチである。これには二種類あり.
一つは社会的排除の解決主体としての社会的企業概念の受容である。もう一つは，協同組合のリ
ニューアルとしてのそれで、ある。従来，対人サービス事業を運営してきた労働者協同組合が，陣
がい者やニートの若者も共に働ける職場づくりや就労支援に取り組むように変化し，ここで社会
的企業という概念が意識されるようになった。藤井は，こうした三つの潮流を踏まえ，企業サイ
ドおよび政府サイドからのアプローチの問題点を以下のように述べている。まず， I社会的」とい
うことの意味が広く捉えられ，営利企業による CSRもその概念に含むことによって認識対象が
暖味となることである。また，社会的起業家だけに焦点を当てるのではなく，社会問題を抱える
当事者を巻き込んだガパナンスの仕組みが必要であるとしている。さらに，営利企業との連続線
上で社会的企業を捉えることにより，社会的企業は自立した経営をするものとの理解が広まり.
政府による社会的企業関連施策において公的資金(補助や事業委託)に関する議論が欠知してし
まっていると指摘している。しかし一方で，営利企業の法人形態をとっている社会的企業の存
在も記されている 6。要するに，株主総会における一人一票の原則や，株主配当をせずニーズを
もった当事者へ利益を分配する等，民主的なガパナンスの仕組みを備えていることが，社会的企
業の条件となるのである。
我が固には，働く全ての人が経営に携わる民主的経営のみならず，雇用機会の創出やデイ一セ
ントワークの構築も理念として掲げる労働者協同組合という組織が存在する 7。我が固では，戦
8 原因・藤井・松井 (2010)WNPO再構築への道Jpp.l24-158 
7 労働者協同組合の源、流は， 19世紀半ばにできたフランスの生産協同組合，あるいはイタリアの労働者協同組
合にあると言われる。生産者あるいは労働者が，出資者であり，経営にも関与するかたちをとる。詳細は，中
川・杉本 (2012)r協同組合を学ぶ.1pp.l46-167を参照のこと。
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後失業対策事業就労者による労働運動から発展した労働者協同組合(ワーカーズコープ)連合会
と，女性の労働運動を中心に発展してきたワーカーズコレクテイブ・ネットワークジャパンとい
うこつの団体がその中核をなしている 80
このうち前者の今日的到達点について大高は，雇用創出および創出した仕事の社会的インパク
ト，そして労働(働き方)へのインパクトを整理している。ワーカーズコープ連合会は，センタ一
事業団，地域労協，高齢者生協連合会という三つの加盟国体によって構成されている。 1979年
に36事業団.57人でスタートした労働者協同組合運動は.2010年3月末現在で329事業所・加
盟組織，組合員4万9205人，総事業高約270億円となっている。また，そこでの労働は，組合
員の「当事e者性・主人公性Jであったとしている。つまり，強いられた労働ではなく， 自ら経営
に携わることによる，労働と所有の一体化が目指されてきたのである。しかし，センタ一事業団
組合員を対象とした就労意識調査では，自らが経営の主人公となっているか，という問いに対し
「思う」との回答は25.2%と低く 「思わないJ34.3%. 1""わからないJ37.8%となっている。その
ため，全組合員参加による経営という理念が必ずしも組合員の聞に普及していないという課題も
残されていると言えるのである。
こうした課題を抱えているとは言え 労働者協同組合は 「人と地域に役立つ仕事おこし」と
いう理念のもと，社会福祉の領域で事業展開をしてきた。労働者協同組合が取り組む事業で最も
多いのは，介護・福祉関連である。 1990年代後半以降，ヘルパー講座の開講，そしてその参加
者を中心とする介護事業所づくりが展開されてきた。大高が指摘しているように，こうした事業
所づくりにより労働者協同組合が. 1""介護保険事業を通して見えてきた地域生活全般に関わる
ニーズ」の掘り起こしをしてきたことは評価すべきである%では，実態として労働者協同組合
は社会サービス供給への政府や地域の期待にいかにして応えてきたのであろうか。本論文では，
我が国の労働者協同組合のうち，高齢者福祉をはじめ，地域住民が助け合えるようなまちづくり
に取り組む高齢者生活協同組合の事例を取り上げる。
2. 高齢者生活協同組合概要
労働者協同組合連合会は，そもそも戦後の失業対策(以下，失対)事業就労者を中心に組織さ
れた労働組合から生まれたものである。 1971年の「特別措置法」制定により，失対事業への新
規就労が停止されると，この労働組合員の年齢構成は年々高齢化していくこととなる。労組とし
て，政府に対する失対事業再開の労働運動を起こすも，その要求が受け入れられることはなく，
新しい運動方針として，この労組は事業団方式による雇用の確保を目指すようになった。「仲間j
である高齢の労組員の雇用を守るために，自主的に事業団を運営するようになったのである。全
国にこうした事業団方式の事業を拡大し連合組織をつくるに至ったが，これが現在の労働者協
8 富沢 (2013)rワーカーズ協同組合の歴史的到達点」
9 大高 (2013)r労働者協同組合の展開過程と今目的特徴」
??
?
? ?
同組合連合会の前身である。 1990年代後半頃から，高齢化した「仲間」の居場所づくりによる
孤立化を防いだり，高齢化しでも働ける職場づくりが課題として浮上する。そこで， r寝たきり
にならない， しないJ.r元気な高齢者がもっと元気にJというスローガンのもと，高齢者協同組
合の設立運動を始めた。
高齢者生活協同組合(以下，高齢者生協)の第一号は， 1995年に三重県に設立されたもので
ある。 2001年には， 17の高齢者生協からなる連合会も東京に設置された。高齢者福祉，主に介
護サービスと居場所づくり等の組合員活動を展開している。法人形態は 消費生活協同組合で、あ
る。介護サービスは，介護保険制度を利用しないものも含まれる。これは，生活支援等の地域や
利用者のニーズを充足するためである。
事業の柱は，①介護，②「仕事おこしJ(就労機会の創出)，③「生きがいJ(居場所づくりや，
趣味サークル)の3っとしている。 2014年現在で連合会加盟高齢者生協は， 23都道府県に存在
している。 2012年度時点の総事業高は約 68億円，総組合員数は約3万人，総職員数は常勤・非
常勤併せて約 3，100人強である 10。全国にある 23の団体は，多様で、ある。まず組合員について，
加入に年齢制限が設けられていないため，高齢者によって構成される組織というわけで、はない。
また，設立の経緯の違いや，その地域におけるニーズもそれぞれ異なることから，全国にある高
齢者生協の引業内容には多少の差があることを，あらかじめ断っておく必要があるだろう。
JJi齢者~I:.協の )':;J":識については，以下のような研究が既になされている。阿部は，我が国の高齢
者扇i用政策で推進されてきた継続雇用が，定年制の形骸化も相侠って 機能しないことを指摘し
ている。その上で，サードセクターにおける高齢者の就労機会創出に期待し，その一例として労
働者協同組合および高齢者生協を挙げている。特に，社会的ニーズを満たす有用な仕事ι全員
の出資・経営によって行う「協同労働Jとして創出している点で，新たな高齢者就業システムと
なる可能性を持っているとしている 1。柳沢は， ["高齢者が高齢者を助けるJあるいは「高齢者
予備軍が向齢者を助ける」相互扶助の自発的な取り組みが2000年当時起こってきたことを述べ
ている。その一例として高齢者協同組合を取り上げ， ["高齢者自身が自らの生きる社会の設計図
を描き， I~I ら実践的に組み立て」ることが社会政策全体に与えるインパクトがあるであろうこと
も指摘している 120
また，塚本は，ペストフの福祉国家論13を援用しながら，国家と市場から相対的に自律した「社
会」的領域から自発的に生成されてきた組織として高齢者生協を捉えている。そして，消費生協
等との比較における高齢者生協の特徴を，以下二点上げている。第一に，事業が高齢者向けサー
10 高齢者生活協同組合連合会， 2013年総会資料
1 阿部 (1999)r r高齢者雇用問題』と高齢社会の就業システム1
12 柳沢 (203)前掲論文(注4)
13 ペストフの福祉国家論については，ヴイクターA，ベストフ若，藤田l斑ら訳 (200)r福祉社会と市民民主主
義一協同組合と社会的企業の役割』等を参照のこと
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ピスに専門化している点，第二に.サービス提供者と利用者双方が組織運営に参加できる点であ
る。さらに，三重県高齢者生協についてケーススタディを行っている。その上で，高齢者生協の
意義を①公共政策における参加モデル，②サービスの質の保証モデル，③高齢者のエンパワーメ
ントに見出せるとしている。一方で、その課題については，サーピス供給面(就業面)や運営面で
の組合員参加の低調さを指摘している 14。しかし当時の高齢者生協は，発足直後であり組合員
への理念普及や，経営への全員参加といった民主的ガパナンスも発展途上であったと言えるだろ
う。従業員である組合員による参加の実態を論じるためには，まず高齢者生協の今日の姿を描く
ようなケーススタデイのさらなる蓄積が不可欠である。以下では，特に高齢者生協が労働者協同
組合である点に着目し，労働者による経営参加がどのような組織構造において保証されているの
か，その概要を説明する。
3.高齢者生協の組織と運営
3-1 調査対象概要
筆者は， 2014年2月17日から 21日にかけて，福岡県高齢者生協調査を行った。調査目的は，
以下2点とした。第一に 現場からみた介護保険制度の問題点を確認することである。第二に，
福岡県高齢者生協全体および¥いくつかの事業所の事業運営方法を把握することである。運営に
関わる会議へのオフ+ザーパー参加，事業所の見学および事業所長や職員へのヒアリングという方
法をとった。調査先は，本部事務局および、水巻事業所，けいちく事業所の3カ所である 150
福岡県高齢者生協は，組合員数や事業高において全国の高齢者生協で一番規模が大きい。組合
員数5，065人，出資金約2億4千万円，事業高約 13億6千5百円 (2012年度)16，職員数639人
(2014年1月時点)17である。ワーカーズコープによる設立運動を契機とし， 1995年に設立された。
しかし，ワーカーズコープ主導というよりはむしろ，地域の人々の思いによって県下各地に事業
所づくりが展開された。地域で高齢者が助け合い，いきいきとした人生を過ごせるような介護等
の事業を， I生協で、やってみよう」という地域の人々の思いである。 1999年から生協として事業
を始めた。 2006年の介護保険制度改定により 訪問介護事業をはじめ経営難を経験する。いく
つかの事業所の統合により事業所編成を改革し，通所介護事業を主軸の事業にした。県下に 18
の事業所があり，ケアプランセンター，デイサーピス，ヘルパーステーション，小規模多機能ホー
ム，訪問看護ステーション，短期宿泊，相談事業，配食等を行っている。訪問介護，通所介護は
介護保険制度を利用した事業であるが，それ以外の宿泊や相談事業等は，制度外の生活支援サー
14 塚本 (2001)r福祉国家の変容と高齢者生協一三重県高齢者生活協同組合の事例に即して(下)J
15 本節では，高齢者生協における従業員の働き方や，組織が抱える課題を探ることに焦点を当てた。より詳細な
ケーススタディは，別途論じることとしたい。
16 福岡県高齢者生協第 14回総会資料より
17 福岡高齢者生協2014年2月度，事業所長会議資料より
ピスとなる。今回の調査では 副理事長である松本氏にコーディネートを引き受けて頂いたが，
松本氏は，福岡県高齢者生協を「複合協同組合」として認識している。「複合協同組合jとは，
生協であり労働者協同組合である，ということを意味するが，詳細は後に述べることとする。
理念として，協同組合原則を掲げる他，自らが作成した憲章をもっている。その内容は下記の
通りである。すなわち，①当事者の尊厳と自立を高める介護の実践，②基本的人権の尊重，③環
境と平和，④人間らしい働き方の実現，⑤民主的組織運営と「仲間づくりJである。後述のよう
に，福岡県高齢者生協は，職員の経営参加のために執行部レベルや事業所レベルで多くの運営会
議を設置している事業所もある。それに加えてこうした憲章の作成 職員への理念の普及に時間
を割いているであろうと想定できるため 自らの役割の確認や従業員教育への積極的な姿勢がう
かがえる事例である。
3-2 運営体制
3-2-1 組織
組合員から選出される総代による年l回の総代会が最高の意思決定機関となっている。消費生
活協同組合法では.500人以上の組合員を有する組合は，総会に代わり総代会を設けることがで
きる。組合員のうちから選ばれた総代の定数は，組合員総数の 10分の l以上と定められる(第
47条)。そして，総代会の決議を必要とする事項は，定款の変更，規約の設定・変更・廃止，組
合の解散・合併，毎事業年度の事業計画の設定・変更，収支予算，出資一口の金額の減少，組合
員の除名・役員の解任等である(第40条)。
理事会では，各部門の事業報告，決算報告，各事業所の動向等について情報共有し，総代会で
決定する基本方針等が議案となっている。また 理事長による意思決定のサポートとして，三役
会議が月に一度開催される。理事長，専務理事，理事 (6名).本部事務局 (2名)で構成される。
今回オブザーバー参加した際には，本部事務局による組合員活動や決算等の報告に加え.2015 
年度の介護保険制度改正にむけた問題意識の共有がなされていた。これにおおよそ2時間半をか
けていた。ちなみに，この高齢者生協の本部事務局は. I組織・運動J.I事業・経営J.I管理・
運営Jの3分野に分かれる。後にいくつかの事業所の運営について述べるが，事業所で行われる
会議にも，内容に応じては事務局から担当の職員が参加しているものもあった。
日常業務の意思決定は専務理事を中心になされるが，その意思決定のサポートとして常勤理事
会議が週に一度開催される。専務理事，理事 (6名).本部事務局 (4名)で構成される。今回オ
ブザーパー参加した際には 介護保険制度の2015年度改正が事業に与える影響といった議題を
中心に議論されていた。月に一度の事業所長会議も開催される。専務理事，全事業所所長，本部
事務局，一部の職員で構成される(計27名)。本部事務局から分野別の現況報告がなされる。今
回オブザーパー参加した際には，近々行われる全国的なイベントの打ち合わせも議題に含んでい
た。また，常勤者会議等を通じ，執行部レベルで共有した介護保険制度改正の課題と事業の方向
性についても，ここで共有された。事業所長会議は 午前・午後にわたって合計6時聞かけて行
われていた。
「介護実践」研究会も月に1)支開催されている。この研究会には，事業所長らや事務局のみな
らず各事業所から 1，2名の職員も参加していた。介護を取り巻く情勢や報道記事の共有，ある
いはイベントの企画等が，約 1時間半かけて話し合われていた。現場の職員を交えて，事業を取
り巻く制度や環境の変化について情報を共有することで，今後の事業運営方針を，頻繁に全員で
確認する役割が，この研究会にはあると考えられる。
3-3 水巻事業所の運営
3-3-1 事業所概要
この事業所は， 2005年に立ち上げられ， 2013年現在，宅老所3件， r生協ホームjと呼ばれる
宿泊施設2棟を運営している。この事業所の組合員は250人，事業高は約 l億2千万円である。
2013年l月度の利用者数は，通所介護施設3件の合計で約45名，居宅介護支援で計59名， 2棟
の「生協ホーム」の合計で約 30名である 18。事業所の特徴は，以下2点が挙げられる。第一に，
地域包括支援センターや，近隣のある病院からの依頼を受けて，介護の必要な高齢者を受け入れ
る等，地域とのつながりの強い点である。第二に， r24時間 365日」の介護体制を実現している
成功事例として連合会加盟高齢者生協の聞で注目されている。近隣の病院の医師らと協力しなが
ら，事業所内での看取りも経験している。
3つの宅老所は， 3件並んで、建っている。宅老所はデイサービスを基本としているが，宿泊も
可能となっている。そうした宅老所や宿泊施設を利用している高齢者が，昼間は宅老所で運営し
ているデイサービスを利用する場合も多い。もちろん自宅からデイサービスのみを利用している
利用者もいる。この事業所の利用者には，生活保護を受けている者もいるため，家賃は生活保護
の基準に合わせているという。
3-3-2 組織
組織体制は，事業所長1名，副理事長が半常駐の担当役員として運営に携わっている。事務が
l名，デイサービス職員8名，宅老所職員 8名，ホーム(宿泊施設)職員 8名，第2ホーム職員
3名，調理4名，清掃2名，居宅介護支援事業l名となっている。事業運営は，管理者会議，常
勤者会議，全職員会議の三層構造になっている。それぞれ，管理者会議は常勤者会議の，常勤者
会議は全職員会議の準備の意味合いを持っている。こうした体制によって，できる限り全ての職
員の運営への参加が保障されている。今回の調査では，常勤者会議のみにオブザ、ーパー参加する
ことができた。ここでは，事業所長を中心に，事業高の確認，利用者の状況，勤務体制の確認，
18 福岡県高齢者生協2014年1月度決算報告より
Z事業所長会議の報告，勉強会の日程や内容の確認，イベントのお知らせ，そして介護保険制度改
正に向けた問題意識の共有が，約2時聞かけて話し合われた。
3-3-3 支部運営委員会
l殿場内の会議に加え，支部運営委員会という地域住民を含めた会議も機能している。事業所長
が運営委員の責任者となり，半常駐担当役員l名，事務局l名，地域住民7名程がメンバーとなっ
ている。地域住民は，事業所の広報誌を作成している者や，元々調理スタッフだ、った者等である。
今回の調査でオブザーパー参加した際の議題は この事業所で今年から取り組もうとしている地
域懇談会の企画等であった。地域懇談会は 地域住民を対象とした昼食会の企画である。今回話
し合われていた昼食会には.2つの意味があると考える。まず，組合員を増やすことである。そ
して，地域の高齢者にこの事業所を知ってもらうことである。メニューを何にするか，食事後の
イベントとして何をするか，役割分担をどうするか，チラシは誰を通じてどのように配布するか，
といった内容が話し合われていた。また，誰に広報を頼めばできるだけ多くチラシを配れるか，
といった内容もあり.地域住民のうちでキーパーソンになる高齢者とのつながりによって，活動
を広く主nらせるよう工夫されていた。会議は，事業所長が問題を投げかけ，運営委員がアイデイ
アを出す，そして半常駐役員が場合によってコメントする，というかたちで会議が進められてい
た。支部迎営委員には.近隣の地域住民が入っており.これによって事業所と地域住民のつなが
りが強くなり，また拡大している。この事業所の宅老所を 3件並んで建てることができたのも，
近隣住民とのつながりの強さからであった。 2件並んでいた宅老所の隣の家の住民から，宅老所
として使うよう提案され，低い賃料でその家を借りていると言うのである。
3-3-4 方針
事業所長は.r地域で困った人がいたら絶対に断ることはしないようにしよう」という福岡県
高齢者生協全体の方針を受け.24時間365日のケアができる小規模な宅老所ケアを目標とし
それを実践している。宅老所(デイサービスと宿泊).宿泊施設，介護保険制度外サービス，そ
して地域との交流を包括的に行うことで，介護が必要であるにもかかわらず施設にいられない高
齢者の受け入れを可能としている。高齢者の受け入れは.2つのパターンがある。一つは，病院
からの受け入れである。病院に緊急搬送された独居高齢者は 既に末期で治療が不可能となって
おり，入院することができなかった。そこで，この事業所の宅老所で生活することとなった。最
終的にその宅老所では，医師にも協力を仰ぎながら，この高齢者を看取ることとなった。高齢者
受け入れのパターンの2つ目は，行政からの依頼である。親族との関係で問題があり，独居であっ
たが自宅にいることができない高齢者がいた。この高齢者は認知症もなく，住まいや施設へ移る
ことを地域包括支援センターに相談した。しかし行政でも地域包括支援センターでも適当な住ま
いや施設を見つけることができず，この事業所に受け入れの依頼が来たそうである。
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3-4 けいちく事業所の運営
3-4-1 事業所概要
けいちく事業所は. 1999年に立ち上げられて以降，いく度かの組織編成改革を経て，現在は
ヘルパーステーション.ケアプランセンターと 3つの宅老所を運営している。宅老所は，一つの
敷地内にある。事業所の特徴としては，地域の介護老人保健施設等で入所を断られてしまった高
齢者等，特に重い認知症を抱える高齢者の受け入れに積極的であることが挙げられる。認知症高
齢者の家族のレスパイト(負担軽減)も重視されている。この事業所の組合員は872名，事業高
は約1億6千万円で，福岡県高齢者生協で最大規模を誇る (2012年度)190 2013年度の利用者数
は月平均で，居宅介護支援約60名，訪問介護約50名，通所介護約 50名，宿泊での利用は約30
名である加。
3-4-2 組織
けいちく事業所の組織図は，図 1の通りである。宅老所は.I第1J.1第2J.I第3Jと呼ばれ，
それぞれに特徴がある。「第3Jは要介護度の低い利用者が多く，責任者含め職員は3名程常駐
図1 けいちく事業所の組織図
けいちく事業所提供資料より一部省略し，筆者作成
19 福岡県高齢者生協第 14回総会資料より
20福岡高齢者生協2014年 l月度決算報告より
している。「第lJは管理者含め介護員 3名と看護師l名が常駐している。利用者は 12から 13
名程度，要介護度5の利用者もあり，平均年齢は90歳くらいであるという。朝9時から夕方5
時までのデイサービスを行っている。「第2Jは3つの宅老所の中で最も規模が大きく，宿泊も
可能である。職員は責任者1名，管理補佐2名，介護員2名(うち 1名が非常勤)，看護師2名，
シフト制で必ず5名程が常駐することになっている。また，事業所の事務室もこの宅老所内に設
置されており，事務員 l名他，清掃担当の職員 l名がいる。利用者は1日平均 15から 20名程で
ある。 3，4名分のベッドが配置しである少人数部屋が7部屋程ある。ここでは宿泊も可能である。
宿泊は，組合員価格で一泊 2，500円である。「第1J.1第3Jのデイサービスに出掛ける利用者も
多い。
事業・組織の運営は事業所長を中心にして行われている。その他， 7つの部門(居宅介護支援
部門，訪問介護部門， I第1~ 3J宅老所部門，看護部門，総務部門)ごとに責任者および責任
者補佐を配置している。事業運営は，下記の通りである。まず全職員会議があり，これが事業所
運営の重要事項についての協議体となっており.年度総括，方針，予算，事業所長や各責任者人
事の確認，賃金や労働条件の検討を行う。開催頻度は年2回である。次に，ワーカー代表者会識
がある。年4回開催され，全職員会議で選出された8名程度のワーカー代表者と事業所長で構成
される。全職員会議の定例開催の空白期間における重要な意思決定についての協議体として位置
付けられる。その他に，部門責任者会議(不定期)，事業所常勤者会議(原則月 l回)，ヘルパー
ステーション職員会議(原則月 l回)，宅老所会議(月 l回)，宅老所運営会議(月 l回)，そし
て居宅介護支援・訪問介護それぞれの職場会議(月 l回)と，定期的に職員が事業運営に関わる
機会が設けられている。さらに，月に一度の学習会もあり，ここでは介護技術等の様々なテーマ
について各職員が事前に調べ，報告する。
3-5 r複合協同組合Jと職員の処遇改善
3-5-1 r複合協同組合jとは
今回の調査でコーディネータを務めて下さった松本氏は，福岡県高齢者生協の副理事長であ
り，けいちく事業所所長，そして水巻事業所の半常駐役員で、ある。氏は，高齢者生協の目指すべ
き姿を， I複合協同組合」と表現している。「複合協同組合」とは，生協と労働者協同組合という
2つの協同組合の特徴を併せ持っているということである。生協の場合，組合員は出資・サービ
ス利用・運営参加の権利と義務を持っている。労働者協同組合の場合，組合員としての職員は出
資・労働・運営参加の権利と責任を持っている。高齢者生協の場-合，組合員の大多数を職員が占
めるわけではなく，むしろサービス利用をしているわけでも，就労しているわけでもない組合員
が多い。そこで，利用者に対して提供するサービスの質の確保，職員の労働環境の改善，そして
地域組合員の参加の全てを両立させるような運営が必要となる。
この両立のための工夫は，例えばけいちく事業所では，以下のような点に表れている。福岡県
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高齢者生協の一日の出資金は5.000円である。出資金総額は.2013年l月現在で約3億 l千4百
万円である。けいちく事業所の事業所出資総額は約 5千9百万円であり このうち職員による出
資額の累計は約4千万円となっている。他の労働者協同組合も同様であるが，一日の出資額に給
与からの増資をすることにより，職員は給与の2カ月分を出資額の目標とすることとなっている。
松本氏によれば，職員が給料の2カ月分を出資するという目標は，以下の効果を狙っているとの
ことである。第一に，介護報酬を事業所が受け取るまでのブランクを埋めることである。第二に，
職員による事業の所有意識を高めることである。協同組合なので一人一票の原則があり，出資の
多寡によって権限が減増するわけではない。しかし出資することにより，自分の組織/企業であ
るという意識が芽生える効果が期待される。一般の組合員と職員である組合員の出資額をできる
だけ均衡させることにより，職員の事業に対する所有の意識を高めようという工夫がなされてい
るのである。さらに，先に述べたような各種会議を通じて，事業運営への参加の権利が保障され
ている。
また，通常，生協では職員は必ずしも組合員である必要はなく，職員は生協に雇用されるかた
ちになる場合もある。よって，労働者協同組合としてのアイデンテイティをもっ高齢者生協では，
積極的に職員の処遇改善に取り組まれ，労働者の主体性が発揮されている場合に，一般的な生協
との比較における特徴が明確となるとも言えるのではないだろうか。福岡県高齢者生協のうちけ
いちく事業所は，とりたててこの点に対する努力が際立つていると言える。
3-5-2 けいちく事業所の労働環境
2010年時点でのけいちく事業所職員給与内規によれば，給与は基本給・職責手当・資格手当(・
調整手当)によって構成される。常勤職員の給与は，以下の通りである。初任基本給は月額
140.000円である (2014年現在は 145.000円)。職責手当の月額は，部門責任者や事業管理者で
25.000円，部門責任者補佐で10.000円等と定められている。資格手当の月額は，看護師30.000円，
准看護士15.000円，介護福祉士で5.000円，介護支援専門員で20.000円等となっている。その他，
扶養手当として配偶者や子どもの有無に応じた手当，通勤手当，宿直手当，夜間対応手当がある。
また，一時金もある。原田らによる労働者協同組合事業所調査によれば 介護分野での給与の平
均月額基準額は 17.7万円であり 21 地域の最低賃金も加味する必要があるとは言え，けいちく
事業所の給与は低い水準にあると言える。また，けいちく事業所のある宅老所の管理者補佐の l
日のスケジュールをヒアリングした結果，昼食時に 30分程度の休憩は必ず確保されているもの
の，日中勤務の場合で8:00から 17:00まで，仕事が山積している。仕事内容は，職員間での申
し送り，清掃やベッドメーキングの指示出し，翌日の送迎スケジ、ュ-)レの作成，業務日誌の作成，
フロア見守り，他の宅老所からの利用者受け入れ，利用者のトイレ誘導・レクリエーション参加・
21 原田 (2013)I社会的企業としての労働者協同組合Jpp.268 
- 117-
食事介助・口腔ケア・着替え等である。
3-5-3 介護労働者全般の労働環境
しかし介護職員の労働環境の厳しさは，労働者協同組合や高齢者生協に限ったことではない。
原田は，労働者協同組合の賃金水準の低さの要因のーっとして，低賃金にならざるをえない腫月?
環境があることを指摘している。民主的合意形成にかかる時間や労力がマイナスに働くという可.
能性も一般論として認めつつ，社会環境要因による賃金の低さも加味しなければならない，との
指摘である 22。例えば，介護労働安定センターの調査によれば.2012年時点で介護職員の平均
月収は約 19.3万円，看護職員で26.1万円である 23。また，例えば2009年度の介護報酬改定では，
制度施行後初めて介護報酬が3%ヲlき上げとなった。しかし実態としては，ヲ|き上げ部分は職員
の給与ではなく，事業所の資金繰りに充てられることが多かったとされるへただでさえ介護報
酬引き上げの機会は少なかったが，それが実現したところで職員の処遇改善には結び、つかなかっ
たのである。それにもかかわらず，介護職員の離職率は年々低下傾向にある。 2005年では
22.6%であったものが.2008年には 21.9%.2012年現在では 18.3%となっている 25。そして介護
関係の仕事に就いている人の 55.7%は，就業継続意思について「働き続けられるかぎり」続けた
いと答えている。一方で，労働条件についての不満等をみると， r仕事内容のわりに賃金が低い」
43.3%， r人手が足りないJ42.4%， r有給休暇が取りにくいJ36.6%といった回答に加え， r身体
的負担が大きいJ30.0%， r精神的にきついJ27.8%等の回答が挙げられている 26。身体的・精神
的ともに負担の大きい仕事であるのに，賃金は思うように上がらない。それでも，そこで働き続
ける理由には，推測になるが「そこで働かざるをえないJという状況があるのではないだろうか。
3-5-3 けいちく事業所の処遇改善
けいちく事業所では，こうした賃金の低さの外部要因にも拘わらず¥職員の意見を反映するよ
うな処遇改善が試みられている。例えば 2011年度の全職員会議で出された労働条件・給与改
善の内容が.2013年のワーカ一代表者会議および全職員会議において決議されている。その内
容は，定期昇給制の導入や，非常勤職員の経験加算 一時金の増額.5日程度の連続休暇取得の
奨励，子育て支援のための「託児・学童保育」の実施 休憩時間確保のための実態調査等改善策
の継続的な検討である。また，福岡県生協全体をみると事業所ごとに職員の賃金や労働条件は著
しく異なっていたという。しかし 2009年度から「最低給与保証制度Jや「一時金の統一化J.
22 原因 (2013)前掲論文， pp.268(注21)
23 公益財団法人介護労働安定センター「平成24年度介護労働実態調査結果について」
24 結城 (2011)前掲書pp.28(注3)
25 介護労働安定センターによる各年の「介護労働実態調査」より
26 公益財団法人介護労働安定センター 前掲資料(注23)
そして「キャリアパス制度」の導入がなされている。こうした制度導入を牽引してきたのもけい
ちく事業所であった。これは，けいちく事業所の経営業績が他の事業所と比較して高かったため
に，処遇改善が可能であったとされる。他方では，先に述べたような全職員会議による職員・現
場の意見を汲み上げる仕組みがあったことも，福岡県高齢者生協全体の労働条件改善に役立つて
いると考えられる。
福岡県高齢者生協あるいはけいちく事業所においても，介護労働の一般的な現状と同様に， Iそ
こで働かざるをえないJので就業しているという職員の存在がある可能性は否めないだろう O し
かしけいちく事業所職員の中には，次のようなケースも見られた。ある宅老所責任者の女性の場
合，出産・子育ての際に休暇がとりやすかったことや，それにかかる費用を事業所の互助会(貸
付事業)から捻出できた，というメリットが聞かれた。また，清掃担当の男性は， もともと介護
職員であったが，脳梗塞で倒れ一時期休職していた。復帰後は，勤務時聞を減らしたり，仕事内
容を変えて引き続きその事業所で働き続けることができたという。こうした職員の事情に合わせ
た働き方l丈一方でそれ以外の職員への負担を増加させる可能性もあるだろう。しかしこの点
について職員らに質問をすると， I皆で助け合うことが必要」であるとする職員が多かった。職
員の事情に合わせた働き方を，職員同士でカバーし合いながら実現していくことで，仕事そのも
のよりも，そこで「働き続けたい」という事業所への帰属意識や職員同士の連帯感が高まってい
るものと考えられる。
4.制度と地域ニーズのジレンマ
4-1 介護保険制度の問題点
調査を経て，改めて介護保険制度の問題点や非営利組織・協同組合の役割について整理したい。
介護保険制度の低所得者向けの軽度要介護高齢者の受け皿の少なさを結城が指摘していることを
先に述べた。さらに彼は，三世代同居家族の減少という家族構成の変化を鑑みれば，低所得者で
なくとも生活支援や介護が必要となる高齢者は，今後ますます増加するであろうと述べてい
る27。制度施行 10年余りが経過した現在でも 制度は大幅に改変されている。 2000年の制度施
行後初めての制度改定の際には，要介護度が軽度の高齢者が制度を通じて利用できるサービスを
縮小する，いわゆる「軽度者切り」が行われた。高齢者の自立を促すという目的のものとで¥例
えば訪問介護サービスの利用時間上限が90分に短縮されるなどの改定が行われた。
「軽度切り」だけではなく，我が国の介護を取り巻く環境は多くの課題を抱えている。今回の
調査では，要介護度は3程度と中度で、あっても，在宅で生活することの困難な高齢者を各事業所
が受け入れている例が多く見られた。家族による介護は，例えば就業している家族が仕事と介護
を両立することの困難さや，認知症高齢者とのつきっきりの生活をすることによる精神的疲労と
27 結城 (2011)前掲書pp.38(注3)
? ?
?
いった問題も存在するのである。
4-2 非営利組織・協同組合の役割とは何か
高齢者生協の事業は，生協として介護保険制度外のサービスを提供しており，特に今回調査し
た事業所では，誰でも，いつでも利用できるような安価な価格設定が目指されている。このこと
は，次のような意味をもっていると言える。第一に， r軽度者切り」等で希望するサービスを受
けることができない高齢者への安価なサービスの提供である。例えば水巻事業所では，生活保護
を受けている利用者も多いため，宿泊の際の家賃を生活保護法に規定される家賃と同程度に抑え
られていた。第二に，家族の負担軽減(レスパイト)の機能を高齢者生協が担っているという点
である。けいちく事業所の宿泊料の2，500円という価格は，必要のある時に誰でもいつでも支払
える金額に考慮した事業所長の提案から決定されたと言う。
こうした事業所の取り組みの一部をみるだけでも 高齢者生協による介護サービスの意義は大
きいようにみえる。しかしこうした事業と介護保険制度との間にあるジレンマが，次の二つの点
に表れると言える。第一に，介護保険制度が賄えないサービスを，非営利組織・協同組合がボラ
ンテイアや低価格のサーピスによって補填し続けることにより，持続的な経営が困難となる可能
性がある。 NPO等の非営利組織による介護事業経営は，地域の役に立つことや，困っている人
を助ける，という使命感から収益度外視で行われることが多いということは既に指摘されてい
るお。 2015年度の介護保険制度改定にむけて，従来の利用者負担l割が所得に応じて2割に変
更されることや，介護予防サービスが制度から外れること等が検討されている。改定前まで利用
していたサービスが制度から外れ，利用できなくなってしまう高齢者の増加も見込まれるが，こ
うした組織の場合，自らの経営を成り立たせるために，利用者である高齢者やその家族を見放す
ということはできないであろう。そのようにして非営利組織・協同組合の経営に与える負担は，
ますます大きくなっていくであろうことが予想される。
第二に，こうしたサービス供給の役割を非営利組織・協同組合が果たすことにより，地域の高
齢者のニーズに応えるサーピスが豊富になっていく一方で，暗黙のうちに政府・行政の下支えを
するという構図ができあがりつつある。第一の点で指摘したような経営の課題に考慮したような
非営利組織・協同組合への支援・補助といった新たな制度が無いままでは，こうした組織におけ
る労働環境は改善され得ないのではないだろうか。その意味で，高齢者生協における全職員の経
営参加は，介護保険制度が抱える矛盾に対抗するものとして重要で、ある。なぜなら，職員自らが
その労働環境について声を上げ，その解消のためにいかなる改善ができるのか，と考える時には，
介護保険制度そのものへの理解も必須となり，制度の問題点を現場の視点から提起する契機にも
なりうると考えるからである。
28 結城 (201)前掲書pp.24(注3)
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5. おわりに
本論文では，我が国の介護保険サービスの供給主体として高齢者生協を捉え，①その事業・組
織あるいは利用者や職員の状況について概要，および②介護保険制度の抱える矛盾とそこへ対抗
する可能性をもっ仕組みとして職員による経営参加について考察した。
その結果を踏まえて，今後の研究課題を以下のように検討している。第ーに， rはじめにjで
示した介護事業所設立主体の割合について，次の疑問を残してしまった。すなわち，なぜNPO
や協同組合の割合が増えないのか，という本質的な疑問である。反対に，営利企業が運営する事
業所はなぜ増え続けることができるのか，それを支える労働の実態はどうか，という点も今後検
討したい。第二に.本論文では，高齢者生協の概要を述べるに留まってしまい，労働者による経
営参加の実態に十分に踏み込むことができなかった。参加の場としての職場会議仁意思決定，
労働条件の設定，ガパナンス構造との関係といった詳細な点は，今後の調査研究において明らか
にすべき課題である。また 高齢者生協の独自性を浮き彫りにするためには，調査対象地域の特
性を整理したうえで，同地域で事業を営む営利企業， NPOとの比較研究も必要となろう。第三に，
今後の研究の前提として高齢者生協連合会の機能，連合会と各都道府県高齢者生協との関係性，
そして調査対象とする都道府県高齢者生協の成立の過程等も，本論文とは別途，論点ごとに詳細
に研究していく必要があると考えている。
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